
市バスの経費削減に係る取組みと
運賃改定の必要性について

【資料１】



仙台市交通局



１ 市バスのこれまでの経費削減について
市バスは、平成7年3月を最後に、運賃体系の基本となる「基準賃率」や「最低運賃」

の改定を行っていないが、厳しい経営状況を踏まえ、これまでも経費の大部分を占める
人件費を中心に、経費削減に取り組んできた。
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これまでの主な取組み
（１） 利用状況に応じた運行の効率化（便数調整）
（２）人件費削減の取組み

・給料表の見直し
・会計年度任用職員としての採用（正職員運転手の採用停止）
・バス運行業務等の管理の委託
・民間バス事業者への路線移譲



（１）利用状況に応じた運行の効率化（便数調整）
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• 概要
仙台市交通事業経営計画（令和3年3月策定）では、事業量の削減

を計画しており、「ダイヤ改正実施にあたっては、需要に応じた便
数調整を実施し、運行の効率性向上を目指す」としている。

計画期間の令和3年度～令和12年度で、合計12.5％（営業キロ
ベース、令和2年度比）の削減を想定しており、令和6年4月までに
計6.6％（営業キロベース、令和2年度比）の削減を達成している。



4

• 費用削減額
令和3年4月ダイヤ改正

事業量：2.6％削減
経費節減効果額：1年あたり約8,200万円

令和5年4月ダイヤ改正
事業量：1.3％削減
経費節減効果見込額：1年あたり約6,000万円

令和6年4月ダイヤ改正
事業量：2.8％削減
経費節減効果見込額：1年あたり約7,500万円

令和3～6年度の取組みによる費用削減額合計
⇒年間 ▲217百万円 ※各実施年度の試算に基づく
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削減効果/年の内訳

実施年度 効果額計/年 うち人件費/年 うち燃料費/年 うち修繕費等/年

令和3年4月 約8,200万円 4,700万円 1,700万円 1,800万円

令和5年4月 約6,000万円 4,000万円 1,000万円 1,000万円

令和6年4月 約7,500万円 3,500万円 2,500万円 2,000万円



（２）人件費削減の取組み
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◆ 給料表の見直し（運輸職員への独自給料表導入)
・概要

民間の運輸職員の給与水準との均衡を図ることを目的に、
平成11年1月1日から運輸職員（交通局採用職員）に対し、
交通局独自の企業職給料表(二)を導入している。

・費用削減額

年間▲483百万円 ※令和4年度決算に基づく試算



7

◆ 会計年度任用職員バス運転手の採用
・概要

平成13年度以降、正職員バス運転手の採用を停止していた
が、営業所の管理委託について国が認める委託割合の上限に
達したことや、職員の高齢化など将来の事業運営を考慮し、
平成28年度から採用を再開した。再開にあたっては、まず会
計年度任用職員バス運転手として採用し、一定期間の乗務経
験を有する者を対象として、正職員の採用選考を行っている。

・費用削減額
年間▲284百万円 ※令和4年度決算に基づく試算
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◆ バス運行業務等の管理の委託
・概要

委託の状況（R6.4.1時点）

※委託率は49.1％ 法令により通常で委託できる事業量は全体の50%のため上限に達している

・費用削減額

各委託事業所合計で 年間▲約563百万円
※R5.12月末時点において管理の委託を行わなかった場合の人件費試算額と委託契約金額との差額により試算

⇒全国的な大型二種免許保有者の減少等により、バス事業者における人材確保のため
の費用が上昇傾向にあることから、
管理の委託費用も上昇傾向にあり、経費削減効果が減少している。

事業所 委託事業所 運行車両数

白沢出張所 JRバス東北㈱ ４２両

七北田出張所 JRバス東北㈱ ３０両

東仙台営業所 宮城交通㈱ ７８両

霞の目営業所 宮城交通㈱ ７７両



9

◆ 民間バス事業者への路線移譲
・概要
平成14年2月の乗合バス事業における規制緩和（需給調整規制廃止）を踏まえ、バス事業における

赤字額の削減と、需要と供給のバランス調整の観点から、競合する路線の整理について検討を進め、
宮城交通（株）に路線移譲し、運行の一元化による事業量の適正な見直しを図った。

平成14年10月
泉パークタウン線：9系統
将監団地線 ：2系統
加茂・⾧命ケ丘線：3系統

・費用削減額
年間▲541百万円 ※移譲当時の人件費・経費等に基づく試算
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平成16年3月
宮城学院線：3系統
尚絅短大線：3系統

・費用削減額
年間▲415百万円 ※移譲当時の人件費・経費等に基づく試算
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２ これまでの取組みによる費用削減の推移

12



・職員数の削減、バス運転業務等の管理の委託拡大等の効果もあり、人件費は着実に減少。
費用に占める人件費割合は半減（H9 : 73% ⇒ R5 : 38%）。

・その他の経費も削減が進んでいたが、近年は横ばい。昨今の燃料費高騰、資材費高騰により増加傾向。
・管理の委託料は年々上昇。2024年問題に係る人材確保の必要 ⇔ 人件費を含めた経費の削減は限界状態

平成21年度

七北田出張所委託
平成22年度

東仙台営業所委託

平成25年度

霞の目営業所委託
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（百万円：税抜）

路線移譲②路線移譲①

平成11年1月
給料表見直し

平成13年～

正職員の

採用停止

平成18年度

白沢出張所委託
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・ 今後、さらなる費用削減に加え、改善基準告示の改正や全国的な運転
手不足（2024年問題）への対応を図るため、事業量の削減 (便数調整、
路線の統廃合等)を一層進めていかざるを得ないが、事業量の削減は
逸走による乗車料収入の減少を伴う。

⇒ 収入の確保のための運賃改定の必要性



３ 市バスの運賃水準について

（1）近年の運賃改定等

昭和26年12月～ 市内均一制 + 対キロ区間制
平成 2年3月 対キロ区間制（市内均一制を廃止 )
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~
平成 4年 3月 運賃値上げ（基準賃率の値上げ）
平成 7年 3月 運賃値上げ（基準賃率の値上げ）
平成 9年 4月 消費税改定（3→5%）による値上げ
平成15年10月 100円パッ区開始
平成20年10月 学都仙台フリーパス販売開始
平成26年 4月 消費税改定（5→8%）による値上げ
平成27年12月 東西線結節100円均一運賃開始
平成30年10月 100円パッ区→120円パッ区に値上げ

学都仙台フリーパスを1か月あたり800円（+15.6%）値上げ
令和元年10月 消費税改定（8→10%）による値上げ 15

運賃体系の基本となる「基準賃率」
や「最低運賃（初乗り運賃）」の
改定は、これが最後。
以降30年にわたり、据え置いている。



（２）県内他事業者との比較

◆基準賃率の比較（消費増税10%込みの試算）
市バス 39.9円
宮城交通 46.5円 （平成29年改定）

ミヤコーバス 47.2円 （平成29年改定）

➢市バスの基準賃率は他事業者よりも15%程度低廉に据え置かれている一方、
営業収支はコロナ禍以前から毎年30億円以上の単年度赤字となっており、
多大な系統数を抱えながら、運賃収入だけで運行経費を賄えない状況が続いて
いる。市の一般会計からの繰入金や、コロナ禍による減収を踏まえた国の企
業債を借入れることで、辛うじて経営を維持している状況。
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・市バスは、平成7年3月を最後に、運賃体系の基本となる「基準賃率」や「最低

運賃」の改定を行っていないが、厳しい経営状況を踏まえ、これまでも経費の

大部分を占める人件費を中心に、経費削減に取り組んできた。

・市バス運賃は県内他事業者と比べても低廉なままで据え置かれており、コロナ

禍以前から運賃収入だけでは事業費を賄えていない状況。

・市バスの経営改善にあたっては、運賃改定の検討が喫緊の課題である。

現経営計画では令和8年度に7%の値上げを見込んでいたが、コロナ禍による

影響の⾧期化や燃料費の高騰、国から借入れた企業債の償還により経営が圧迫

されている状況を鑑み、改定幅を再検討する必要がある。

４ まとめ


